


労
働
保
険
の
保
険
料
の
徴
収
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
案
要
綱

第
一

労
働
保
険
の
保
険
料
の
徴
収
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
改
正

一

令
和
三
年
二
月
一
日
か
ら
同
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
労
災
保
険
に
係
る
保
険
関
係
が
成
立
し
た
水
力
発
電
施
設

、
ず
い
道
等
新
設
事
業
に
つ
い
て
の
一
般
保
険
料
の
額
の
算
定
に
際
し
用
い
る
労
災
保
険
率
（
第
一
種
特
別
加
入
保
険
料

率
の
基
礎
と
な
る
場
合
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
及
び
労
務
費
率
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
「
千
分
の
六
十
四
」
及
び
「

十
八
％
」
と
す
る
こ
と
。

二

請
負
に
よ
る
建
設
の
事
業
（
水
力
発
電
施
設
、
ず
い
道
等
新
設
事
業
で
あ
っ
て
、
労
務
費
率
に
よ
り
賃
金
総
額
を
算
定

す
る
も
の
に
限
る
。
）
で
あ
っ
て
、
平
成
三
十
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
三
年
二
月
一
日
前
ま
で
の
間
に
労
災
保
険
に
係
る

保
険
関
係
が
成
立
し
た
一
括
有
期
事
業
に
つ
い
て
の
平
成
三
十
年
度
以
降
の
各
保
険
年
度
の
一
般
保
険
料
の
額
の
算
定
に

際
し
用
い
る
労
災
保
険
率
及
び
労
務
費
率
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
「
千
分
の
六
十
四
」
及
び
「
十
八
％
」
と
す
る
こ
と

。
た
だ
し
、
当
該
事
業
が
メ
リ
ッ
ト
制
の
適
用
を
受
け
る
場
合
（
令
和
二
年
度
又
は
令
和
三
年
度
の
労
災
保
険
率
を
メ
リ

ッ
ト
料
率
と
す
る
場
合
に
限
る
。
）
に
あ
っ
て
は
、
平
成
三
十
年
度
以
降
の
保
険
年
度
の
一
般
保
険
料
の
額
の
算
定
に
際

し
用
い
る
労
災
保
険
率
及
び
労
務
費
率
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
「
千
分
の
六
十
二
」
及
び
「
十
九
％
」
と
す
る
こ
と
が



で
き
る
こ
と
と
す
る
こ
と
。

三

請
負
に
よ
る
建
設
の
事
業
（
水
力
発
電
施
設
、
ず
い
道
等
新
設
事
業
に
限
る
。
）
で
あ
っ
て
、
平
成
三
十
年
四
月
一
日

か
ら
令
和
三
年
二
月
一
日
前
ま
で
の
間
に
労
災
保
険
に
係
る
保
険
関
係
が
成
立
し
た
単
独
有
期
事
業
に
つ
い
て
の
一
般
保

険
料
の
額
の
算
定
に
際
し
用
い
る
労
災
保
険
率
及
び
労
務
費
率
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
「
千
分
の
六
十
四
」
及
び
「
十

八
％
」
と
し
て
算
定
し
た
場
合
に
お
け
る
一
般
保
険
料
の
額
が
、
そ
れ
ぞ
れ
「
千
分
の
六
十
二
」
及
び
「
十
九
％
」
と
し

て
算
定
し
た
場
合
に
お
け
る
一
般
保
険
料
の
額
に
比
し
て
低
い
と
き
は
、
そ
れ
ぞ
れ
「
千
分
の
六
十
四
」
及
び
「
十
八
％

」
と
す
る
こ
と
。

四

そ
の
他
所
要
の
規
定
の
整
備
を
行
う
こ
と
。

第
二

施
行
期
日

こ
の
省
令
は
、
令
和
三
年
二
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
。



労働保険の保険料の徴収等に関する法律施行規則の一部を改正する 

省令案について 

令 和 ３ 年 １ 月 

厚生労働省労働基準局 

労 災 管 理 課 

労 働 保 険 徴 収 課 

１．改正の趣旨 

事業主が納付すべき一般保険料は、その事業に使用する全ての労働者の賃金総額に保険料率を乗じて算

定されるところ、労災保険に係る保険関係が成立している事業においては、労災保険率を用いることとし

ている。 

労災保険率は、労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和 44年法律第 84 号）（以下「徴収法」と

いう。）第 12 条第２項の規定に基づき、将来にわたって、労災保険の事業に係る財政の均衡を保つこと

ができるよう、過去３年間の災害発生状況等を考慮して、事業の種類ごとに厚生労働大臣が定めることと

され、原則として３年ごとに改定を行っている。 

また、原則により賃金総額を正確に算定することが困難な事業については、徴収法第 11 条第３項の規

定に基づき、その事業の種類に従い、その事業についての請負金額に労務費率を乗じた額を賃金総額とす

ることとされており、労務費率は労災保険率の改定に合わせて改定を行っている。 

今般、平成 30 年４月の労務費率及び労災保険率の見直しに当たって労働政策審議会労働条件分科会労

災保険部会に提出した資料に誤りがあり（※）、これを前提として設定した「水力発電施設、ずい道等新

設事業」に係る労務費率及び労災保険率に影響が生じることが判明した。訂正後の資料に基づいた場合、

平成 30 年４月改定の労務費率のうち「水力発電施設、ずい道等新設事業」に係る労務費率は、現行の「19％」

ではなく「18％」、また、同時期に改定した同事業に係る労災保険率についても、この労務費率改定の影

響を考慮して算定していることから、現行の「1,000 分の 62」ではなく「1,000 分の 64」であったところ。 

そのため、本来の労災保険率（64/1,000）及び労務費率（18％）に基づき算定した一般保険料の額が、

現行の労災保険率（62/1,000）及び労務費率（19％）に基づき算定した一般保険料の額よりも下回る場合

には、当該差額分を還付するなど、事業主に不利益な取扱いとならないようにする措置を講ずることとし、

労働保険の保険料の徴収等に関する法律施行規則（昭和 47 年労働省令第８号）（以下「徴収則」という。）

について所要の改正を行う。 

 ※ 労務費率の見直しに当たっては、建設事業における賃金実態を把握することが必要であることから、調査を実

施し、その結果を参考に改定案を作成しているところ。今般、当該調査の集計プログラムに一部不適切な箇所が

あったこと等により、誤りが生じたもの。 

２．改正の内容 

（１） 令和３年２月 1 日から令和２年度末までに労災保険に係る保険関係が成立した水力発電施設、ずい

道等新設事業に係る労災保険率及び労務費率を、本来の労災保険率（64/1,000）及び労務費率（18％）

とするもの（徴収則附則第８条第１項関係）。 

（２） 平成 30 年４月１日から令和３年２月 1 日前までの間（以下「対象期間」という。）に労災保険に係

る保険関係が成立した請負による建設の事業（水力発電施設、ずい道等新設事業であって、労務費率

により賃金総額を算定するものに限る。）であって、施行日において現に一の事業とみなされるもの等

に係る労災保険率及び労務費率を、本来の労災保険率及び労務費率とするもの（徴収則附則第８条第

２項関係）。 

ただし、一定の場合にあっては、現行の労災保険率及び労務費率とすることができるもの。（徴収則

附則第８条第３項関係） 



（３） 請負による建設の事業（水力発電施設、ずい道等新設事業に限る。）であって、対象期間に労災保

険に係る保険関係が成立した単独有期事業に係る労災保険率及び労務費率について、本来の労災保険

率及び労務費率に基づき算定した場合の一般保険料の額が、現行の労災保険率及び労務費率に基づき

算定した一般保険料の額よりも低い場合には、本来の労災保険率及び労務費率とするもの（徴収則附

則第８条第４項関係）。 

（４） その他所要の規定の整備を行う。 

 

３．根拠条文  

・徴収法第 11 条第３項、第 12 条第２項及び第 45 条の２ 

４．施行期日等 

公布日： 令和３年１月下旬 

施行期日：令和３年２月１日 


